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本稿は，イギリスのオックスフォード大学にあるロイタージャーナリズム研究所が行う国際比較調査『デジタル
ニュースリポート』のうち，日本について取り上げるシリーズの第3回である。過去2回では，プラットフォームの断
片化が進む現状を概観したうえで，誤情報・偽情報への不安や，アルゴリズムによって情報が取捨選択されてい
ることへの受け止めなどを紹介した。また，メディア環境や政治・社会情勢が変化する中で，ニュースに対する 

「信頼 」や「関心」の変化や，特定のニュースを遮断したり避けたりする「ニュース回避」の状況について分析した。
本稿ではこうした項目のうち，主に「信頼 」に関わる項目について，日本と韓国の比較を試みる。日韓は，欧

米で「アグリゲーター」とも呼ばれるプラットフォームの利用者が多いなど，メディア環境で共通点がある。他方，
政治・社会の情勢を見ると，韓国では保守派と革新派の深い対立が続き，メディアがその対立に関わっているな
ど日本と異なる点もある。分析の結果，ニュースへの「信頼 」や，回避する話題，ジャーナリストへの批判，ソー
シャルメディアでの情報源など，さまざまな側面で政治の影響が日本よりも強いことがうかがえた。また，日本よ
りも報道機関や大学によるファクトチェックの活動が進んでいる韓国では，誤情報・偽情報への懸念が強く，さ
らに，誤情報・偽情報に関する話題についても政治の影響がうかがえた。

一方，現状では，日韓ともにプラットフォームが優位の状況を維持しているが，若者層では，ソーシャルメディ
アの利用が増えている。日本でも韓国でも，18 ～ 24歳の間では，ソーシャルメディアの利用がプラットフォーム
の利用を上回っており，生まれたときからスマートフォンが身近にあった世代が増えるにつれ，両国のメディア環
境にどのような変化が生まれるのか注目される。

デジタル化の中でのニュースの読まれ方③
～日韓でみるロイター・デジタルニュースリポート 2023～

メディア研究部  税所玲子　　

アジア・ユーラシア総合研究所  池畑修平　　

本稿は，『放送研究と調査 』の2023年10月
号と11月号に掲載した，イギリスのロイター
ジャーナリズム研究所（以下，ロイター研究所）
が毎年，発行している国際比較調査『デジタル
ニュースリポート』（以下，リポート）について紹
介するシリーズの第3回で，今回は日本と韓国
のメディア状況を比較して読み解く。

日本と韓国のジャーナリズムの関わりにつ
いての研究の歴史は古く，大学や研究機関，
NGOなどでもさまざまな調査が行われてきた
が，ロイター研究所のリポートでは世界的な動

向を概観する一環として国の比較を行うことが
多く，国どうしの比較に特化した分析は行われ
ていない。

そこで今回，ポータルサイトの存在感が強い
といったメディア環境の共通点があり，ニュー
スの伝え方が，相手国の世論に対して影響を
もたらしているといわれる両国 1）を比較し，市
民とニュースとの関わりの分析を試みることに
した。ロイター研究所のリポートは，ニュース
への「信頼 」や「関心」といった軸となる質問
と並んで，アルゴリズムへの考え方など，毎
年，その時々に議論の的となっているテーマを
取り上げるという設計になっているが，本稿で

1. はじめに
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は，日韓の状況を概観することを目的に「信頼」
に関連する項目を中心に見ていく。そのうえで，
韓国メディアが力を入れる「ファクトチェック」
に関連するテーマとして誤情報・偽情報につい
ての調査結果を紹介する。

韓国のデータは同国の歴史的な背景や文化
などに照らし合わせて読み解いていく必要が
ある。今回，日韓の分析にあたり，韓国の政
治・社会情勢とメディアの関わりについて長年，
調査を続けているアジア・ユーラシア総合研究
所の理事の池畑修平氏とともに分析を行うこと
とする。

ロイター研究所における本調査は，イギリス
の調査会社YouGovによって2023年1月下旬
から2月上旬にかけて，世界 46の国と地域 2） 

で行われた。各国のサンプルは約2,000人で，
総数 9万3,895人である。オンラインによるウェ
ブアンケートの形式で行われた。日本のサン
プル数は2,009人で，2023年1月17日から27
日にかけて実施された。韓国のサンプル数は
2,003人で，2023年1月13日から2月8日にか
けて実施された。いずれも国の人口の年齢構
成，性別の割合などが反映されるように割り当
てられている。

主要な質問の多くは46の国と地域で行われ
たが，一部の質問は該当する国のみで実施さ
れている。本稿では特段の注釈がないかぎり，

「世界平均」は46の国と地域の平均値を示し
ている。

また，本調査はオンラインでの調査のため，
ネットユーザーが対象となっており，高齢者や
低所得者層の意見が過小に反映されている可

能性があるほか，回答者に自らの行動を振り
返って答えてもらっているため，記憶違いやバ
イアスが反映されている可能性を排除できない
ことに留意が必要である。

調査は非確率的抽出法のため，許容誤差を
算出できないが，ロイター研究所は±2％は統
計的に有意でないとしている。また，各数値
は各国の階層別の平均値を使用しており，そ
れぞれの項目の関連性の比較には必ずしも十分
でない点も記しておきたい。

調査の準備にあたっては，毎年9月にロイ
ター研究所で，協力団体 3）の代表が参加して，
前年の調査を振り返りながら，新規の質問の
テーマなどを検討している。協力団体には，
NHK放送文化研究所（以下，文研）とともに韓 
国言論振興財団（Korea Press Foundation）
も参加しており，本稿の執筆にあたり参考資
料の提供を受けた。

質問票の全文は，本 誌2023年10月号の
拙稿に掲載しているほか，ロイター研究所が
出版した英語版のリポートの概要（Executive 
Summary）と調査方法（Methodology）の日
本語訳を，文研のホームページに掲載してい
る 4）。本稿でも世界全体のデータについては適
宜，引用していくが，より詳細な内容について
は，この「概要」を参照されたい。

調査結果の記述に入る前に，韓国のメディア
の歴史と概況を簡単に紹介しておく。

1945年に日本の統治から解放されたものの
北朝鮮との分断国家となった韓国において，
メディアは，強い反共主義に立脚した政府と，
民主化を求める国民との攻防の中，統制から自

2. 調査方法

3. 韓国のメディア概況
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由化・多様化への道をたどってきた 5）。
南北分断と朝鮮戦争に直面した初代イ・ス

ンマン（李承晩）政権（1948～ 60年）は，北朝 
鮮のスパイの侵入や，共産主義の思想が韓国
側に浸透することへの強い警戒感から，国家
保安法を施行し，メディアの論調を統制した。

以降も，軍事クーデターによって誕生したパ
ク・チョンヒ（朴正煕）政権（1963 ～ 79年）は，
情報機関の国家情報院に強大な権限を与えて
民主化の動きを抑え込み，メディアに対しても
検閲や弾圧を繰り広げた。

続くチョン・ドゥファン（全斗煥）政権（1980
～ 88年）もメディアへの介入を強め，新聞や
放送の統廃合を強行した。このうち放送にお
いては事実上，民間放送を禁じて，公共放送
のKBS（韓国放送公社 ）への集中を進めた。
しかし，長年続いた独裁に対する国民の反発
は激しくなり，各地で死傷者が出る闘争が絶え
なかった。

1987年の民主化宣言を受けて実施された選
挙で，翌年に誕生したノ・テウ（盧泰愚）政権 

（1988 ～ 93年）は，メディア統制を緩和し，新 
聞の発行を自由化した。放送では公共放送の
ほかに民間放送「SBS（ソウル放送）」や宗教
放送局にも免許を与え，メディアも民主化を果
たした。1988年5月には，民主化の波に乗り，
市民が株主となって作った国民基金を基盤とす
る「ハンギョレ新聞」が誕生した 6）。民主化以
前は30紙あまりだった日刊紙は，1994年11月
末には99紙に増えている7）。

1990年代に入ると，インターネットが日本に
先んじて急速に広がり始め，1995年には保守
系の新聞「中央日報 」が初めてインターネット
のニュースサービスを始め，デジタル時代の幕
が開いた。各新聞社もインターネットでのニュー

スサービスを開始し，2001年以降は，テレビも
地上波デジタル放送を導入する。

2003年に発足したノ・ムヒョン（盧武鉉）政
権（2003 ～ 08年）は，新聞と放送の兼任を
禁止した新しい「新聞法 」を制定すると同時
に，記者クラブを廃止し，新興メディアのイン
ターネット新聞の記者たちにも大統領府をはじ
め，政府機関の記者会見に自由に参加できる
ようにした。その背景には，インターネット新
聞の「オーマイニュース」や「プレシアン」の創
刊で，ネット空間への市民参加が広がっていた
ことがある。

また同時期には，ニュースだけでなく，天気
や株価，ショッピング，旅行などさまざまなコ
ンテンツを提供するNAVERやDaumなどアグ
リゲーター（ポータルサイト）8）が次 と々誕生し，
シェアを拡大していった。

続くイ・ミョンバク（李明博）政権（2008 ～
13年）は，メディア関連法を改正。新聞と放
送の兼業を可能とし，財閥系の大企業や大手
新聞社の放送事業への進出に道を開いた。こ
れが巨大な保守メディアの誕生につながり，言
論の自由や民主主義に影響を与えたのではな
いかと，国民やメディア界から不満の声が上
がっている9）。

現在，韓国の主な新聞は，圧倒的なシェア
を持ち，「朝中東（チョチュンドン）」と呼ばれ
る保守系の「朝鮮日報 」「中央日報 」「東亜日
報 」と，革新系の「ハンギョレ新聞」「京郷新
聞」に分かれている。民主化以降，韓国では
保守派と革新派との深い対立・分断が続いて
おり，報道するメディアもそれぞれの陣営の声
を代弁するような形で，色分けされている。韓
国の政治の分断に，報道機関の与える影響は
大きいといわれるゆえんである10）。
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放送は，地上波では公共放送「KBS」，半官 
半民の「MBC」，民間放送「SBS」の3波，ケー
ブルテレビではニュース専門チャンネル「YTN」
や，中央日報系の「JTBC」，朝鮮日報系の「テ
レビ朝鮮」，東亜日報系の「チャンネルA」な
どが存在感を放っている。また，圧倒的シェア
を持つメッセンジャーアプリの「Kakao Talk」
でニュースを得る人も多い。

本稿ではまず，『デジタルニュースリポート』
が第1回の調査から設けてきた「ニュースへの
信頼 」を取り上げる。「信頼 」は，相手との関
係性によって左右され，数値化するのが難しい
項目である。しかし，人々がどのような媒体を
選び，どの情報を信じるのか，は信頼の度合
いにも影響され，メディアの利用を知るうえで
重要な要素である。

調査では，「ほとんどの場合，大抵のニュー 
スは信頼できると思う」という記述に対し，どの 
程度同意するかについて「1. 全く同意しない」 

「2. 同意しない」「3. どちらでもない」「4. 同意
する」「5. 強く同意する」の5 段階の評価で聞
いた。

日本は「強く同意する/同意する」（以下，「信
頼する」）が42％，「全く同意しない/同意しな
い」（以下，「信頼しない」）が15％で，年によっ
て上下はするものの，2016年からほぼ横ばい
である（図1）。政治やメディアへの信頼が安
定している北欧の国々には及ばないが，調査
対象の中で，例年真ん中くらいの順位である。

これに対して韓国は「信頼する」が28％と，
「信頼しない」の27％と同水準である（図2）。 
「信頼する」は，新型コロナウイルスの感染

拡大で正確な情報が重視された2020年から
2021年にかけて上昇したものの，2023年は
世界で見ても，ギリシャ（19％），ハンガリー

（25％），スロバキア（27％）の次に低く，アジ
アでは台湾（28％）とともに低迷を続けている。

年層別に見ると，日本では25～34歳の層以
降，年層が上がるにつれ，「信頼する」と答えた
人の割合は上昇し，「信頼しない」は減少して
いく（図3）が，韓国では，「信頼する」が55歳 
以上で30％を超えた以外は，「信頼する」「信頼 
しない」のいずれも，すべての年層で20％台と， 
年層による顕著な差がうかがえない（図4）。

また，政治的指向や党派性による「信頼」
の度合いの違いも特徴的である。ロイター研
究所は，アメリカなど政治的な対立が続く国で
の「ニュースへの信頼 」は，党派性の影響を

4. ニュースへの信頼

図1　ニュースへの信頼（日本）
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図2　ニュースへの信頼（韓国）
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受けるとした 11）。これを日韓両国で見ると，日
本では，ニュース全般を「信頼しない」と答え
た人のうち，自らを「中道」だとした人の割合
は14％にとどまる一方，「右派」が22％，「左
派」が25％で，政治的指向の影響がうかがえ

る（図5）。これに対し韓国では，「信頼しない」
と答えた人のうち，日本でいう「左派」にあた
る「革新派（進歩派 ）」12）は37％，「右派」は
24％となっているが，「中道」でも24％となって
いるのが特徴的である。

もっとも，この比較においては，日韓で政治
に対する立場に大きな違いがあることを念頭に
置くべきだろう。日本では，政治指向を尋ねて
も「わからない」と答える，いわゆる「無党派
層」が30％と，韓国の8％に比べると高い割
合で存在する。

韓国で政治的指向が明確になる背景として，
北朝鮮に対する認識や安全保障政策が保守と
革新で異なるなど，いやおうなしに政治を意識
する環境にあることが１つの要因として考えら
れる。また近年は，経済的な格差の広がりか
ら，経済活動の発展を重視するのか，社会の
福祉を重視するのか，という対立も生まれたほ
か，世代間のかい離，ジェンダー間の葛藤，さ
らに根深い地域対立も加わっている。

こうした韓国の政治・社会的状況は，ニュー
ス全般に対する信頼の度合いと，実際に自分
が利用しているニュースに対する信頼の度合
いの違いからもうかがえる。「ほとんどの場合，
自分が閲覧しているニュースは大抵，信頼でき
ると思う」かと，いわゆる「マイメディア」への
信頼について尋ねると（図6・7），韓国では「信
頼する」が38％と，ニュース全般に対する信頼

（28％・図2）を10ポイント上回る。一方，日
本では，自分が利用しているメディアへの信頼

（43％）と，ニュース全般への信頼（42％・図1）
との間に差はない。

東京大学教授の林香里は，このロイター研
究所の調査結果において，ニュース全般と「マ
イメディア」で信頼度のギャップが存在するこ

図5　「ニュースを信頼しない」（政治的指向別）
（日本，韓国）
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図3　ニュースへの信頼（年層別）（日本）
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図4　ニュースへの信頼（年層別）（韓国）
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すか」という記述に対し，「非常に関心がある」
から「全く関心がない」まで5 段階の評価で聞
いた結果である。

日本では今回，「非常に/かなり関心がある」
（以下，「関心がある」）が46％，「全く/あまり関 
心がない」（以下，「関心がない」）が12％で，韓 
国では「関心がある」は38％，「関心がない」が 
13％だった。「関心がある」は日本が韓国を上
回るものの，「関心がない」は同じ水準である。

一方で，経年変化を見てみると，日本では
2016年の64％から18ポイント減と大きく下落
しているのに対し，韓国では上下しながらも，
2016年との比較で見れば日本より落ち込みは
少ない。中でも大きく上昇しているのは，パク・

とについて，メディア市場全体が分断され，そ
こに強い党派性があることを示している，と指
摘している。一方で，ギャップがほとんどない
日本の状況がよいということではなく，市民か
ら「どのメディアを使おうが同じようなものだ」
と認識されており，市民がメディアや報道を，
どこか他

ひ

人
と

事
ごと

のように考えている様子を示して
いるのではないか，としている13）。政治が身近
なもので，それゆえに分断が生じている韓国
と，政治に無関心で「マイメディア」を持たな
い日本との対照的な状況がこの結果から浮か
び上がる。

それでは，日韓の市民は，ニュースにどの程
度関心を持っているのだろうか。図8・9は日
韓両国で，「ニュースにどの程度関心がありま

5. ニュースへの関心と
 「ニュース回避」

図6　「自分が利用するメディアへの信頼」（日本）
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図7　「自分が利用するメディアへの信頼」（韓国）
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図8　ニュースへの関心（日本）
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図9　ニュースへの関心（韓国）
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クネ（朴槿恵）大統領（当時）が国会によって
弾劾訴追された2016年から，憲法裁判所の判
断によって失職するという政治の混乱が続いた
2017年にかけてである14）。それにより，同大
統領の親友による国政介入疑惑などを最初に
報じたケーブルチャンネルのJTBCへの信頼が
大きく上昇する15）など，ニュースの内容に市民
が反応し，報道機関の役割を評価している様
子さえうかがえる。

本誌の2023年11月号で，「関心」の低下の
割合が大きい国の例として，政治・社会の分
断が激しいアメリカで2016年から8年間で18
ポイント，イギリスで27ポイント減少したこと
などを紹介した。日本はアメリカやイギリスに
比べると，政治の分断が目に見えて進んでい
るとはいえないが，「ニュースへの関心」が急速
に低下するグラフの軌跡は，分断が激しい欧
米と同じようなパターンをたどっている。一方，
韓国では政治の分断が続いているにもかかわ
らず，こうした傾向が表れていない。韓国と政
治的な状況が似ている国との比較など，分析
を続けたい。

次に，「ニュース回避」について見ていく。ロ
イター研究所が近年，「ニュースへの信頼 」と
の関わりの中で注目している項目である。デジ
タル化の進展で無限に生み出される情報を前
に，特定のニュースを意図的に避ける「ニュー
ス回避」16）が世界的に広がっている。「ニュース
回避」が広がれば，正確な情報をもとに，政
治や社会の活動に参加するという民主主義の
土台が崩れかねず，また，報道機関にとっても
ビジネスモデルが成り立たなくなるなどの影響
が懸念されている。

調査では，「最近，ご自身があえてニュース
を避けようとしていると思いますか」と尋ね，

「頻繁に」から「これまで一度もない」までの4
段階で評価してもらった。「頻繁に」「時 」々を
合わせた人を「ニュース回避をする人 」（以下，

「回避者」）としてその割合を表したものが図10
である。

世界では，この質問が初めて設けられた
2017年の時点と比べると，「回避者」は増える
傾向がうかがえる。2023年は世界平均で36％
だったのに対し，日本は11％，韓国は20％と，
両国とも世界平均よりは低い水準となっている。
特に，韓国では2022年から6ポイント減少し
たことが注目される。

本誌2023年11月号では，ニュース回避の行 
動と関係がある要素として，「ニュースへの信頼」 
や，主なニュース源として利用する媒体との関
係を検討した 17）。この項目を日韓で見てみると，
ここでも微妙に異なる傾向がうかがえる。

回避に関わる要素の1つ，「ニュースへの信
頼」を見ると，「ニュースを信頼する」と答えた
人のうち，「回避者」は日本では9％だったのに
対し，韓国では19％と日本より多い（図11）。

また，主なニュース源として利用する媒体を
見てみると，日本では，「ソーシャルメディア」
を主なニュース源とする人の21％が「回避する」
と答えたのに対し，「テレビ」は9％，「印刷さ

図10　ニュースを回避する（世界平均，日本，韓国）
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れた新聞・雑誌」は10％と，「レガシーメディ
ア」といわれる媒体の利用者のほうが回避行
動は少なかった。

一方，韓国では「ソーシャルメディア」を主
な情報源とする人のうち，「回避する」と回答し
た人は26％と最も多いものの，「印刷された新
聞・雑誌」も24％と，ほぼ同じ水準となってい
る（図12）。「朝鮮日報 」「中央日報 」「東亜日
報」の保守系3大紙や，革新系の「ハンギョレ
新聞」「京郷新聞」に見られるように，韓国で
新聞は保革に色分けされているため，政治問
題については，「いずれかの陣営を代弁してい
る」と受け止められる傾向がある。

実際に，回避されるニュース項目でも，韓国
では政治の影響が色濃く出ている。調査では，

「回避者」に対して，どのような方法でニュー
スを回避するか，と尋ねた。このうち「特定の
ニュースの話題を避ける」と答えた人に対して，
具体的な項目を示して回答してもらっている。
選択肢は，1. 国内政治，2. ウクライナでの戦
争，3. その他の国際ニュース，4. 健康，5. 地
域，6. ビジネス，金融，経済，7. エンターテ
インメントや有名人，8. ライフスタイル，9. 文
化，10. 教育，11. スポーツ，12. 科学技術，

13. 気候変動や環境，14. 社会
的公正（人権 /ジェンダーの不平
等，LGBTQ+の権利など），15. 
犯罪や個人の安全，16. 楽しい
ニュース（風刺，笑えるニュース
など），17. その他，18. すべての 
ニュースの話題，で，複数回答で 
選んでもらった。

回答者が多かった項目を示した
図13を見ると，韓国では，「国内
政治」を選んだ人が62％と圧倒
的に多いことがわかる。これは世
界で最も高い数字で，政治や社
会の分断が激しいアメリカ（38％）

図11　ニュースを回避する（ニュースへの信頼別）
（日本，韓国）
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図12　ニュースを回避する（主なニュース源別）
（日本，韓国）
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図13　回避するニュース（複数回答）（世界平均，日本，韓国）
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2023年の調査では，ジャーナリストへの批
判が増え，一部の国では暴力に発展している
ことの影響について取り上げた。メディアへの
批判は新しい現象ではなく，建設的な批判は
ジャーナリズムの質の向上のために必要なもの
でもあるが，近年はソーシャルメディアの広がり
などで自分が同意しない意見を攻撃したり，事
実を歪曲したりする現象が見られ，欧米では民
主主義にとっての脅威だと懸念を強めている。

日本で「マスゴミ」という言葉が聞かれるよ
うになって久しいが，韓国でも，同じようにマ
スコミを揶揄する「記者（キジャ）」「ゴミ（スレ
ギ）」の合成語である「キレギ」という言葉があ
る。この「キレギ」という言葉が広く使われるよ
うになったのは，2014年4月に起きた「セウォ
ル号沈没事故」のニュースで誤報が相次いだ
り，被害者の家族に対する配慮に欠ける取材
が問題になったりして以降のことといわれる18）。

こうした「さげすみ」の感情が生まれる背景
について，慶應義塾大学教授の李光鎬は次の
ように指摘している。同じ内容の報道でも，受
け手の党派性によって，相手の陣営を持ち上
げている，などと情報の受け止めに偏りが生
じ，かつ，こうした受け止めの偏りが政治的な
対立の深化とともに強まり，メディアに対する
敵対的な感情につながる，という指摘である。
そして，李は韓国の状況を念頭に，それはメ
ディアに対する不信，さらに「さげすみ，あざ
ける」という「シニシズム」を招くと分析してい
る19）。

こうしたことを踏まえて，本稿では党派性に
注目しつつ調査結果を紹介する。まず，「人々
がジャーナリストや報道機関を批判しているの

やブラジル（39％）を20ポイント以上，上回る
水準である。

韓国では，保守と革新の間で政権交代が起
きると，対北朝鮮政策にとどまらず，国内でも
極めて大きな変化が起きる。多くの公的機関
や企業で，新たな政権の「陣営」にマッチする
人事異動が大規模に行われ，前政権が導入し
た制度が少なくない割合でリセットされる。政
権交代は一般国民の生活に大きく影響するた
め，メディアではおのずと政治のニュースが中
心となり，市民はいやがおうでも政治に関心を
持たざるをえない。

また，韓国の政治家をめぐっては，以前か
ら子弟の兵役逃れや不正入学といったスキャン
ダルが絶えなかったが，厳しい受験競争や就
職難に直面する今の若い世代は，とりわけ「特
権層」と見なされる政治家の不正に対して，厳
しい視線を送っている。

韓国メディアにおける政治ニュースは，その
圧倒的な量に加えて，内容も，激しい党派対
立や政治家のスキャンダルといったものが多い
とあって，「関心を持たざるをえないが，できれ
ば回避したい」という心理につながっている可
能性がある。

一方，日本では「ウクライナでの戦争」を回
避すると答えた人が31％，「犯罪や個人の安
全」が36％なのに対し，韓国では，それぞれ
15％と21％にとどまっている。本調査は質的
調査を行っていないため，明確な理由に迫る
ことはできないが，韓国では男性に兵役があ
り，日 ，々北朝鮮の軍事的な脅威を意識しな
がら暮らしているため，「ウクライナの戦争」は 
遠く感じる，という側面があるのではないかと
考える。

6. ジャーナリストへの批判
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を見聞きされたことはありますか。それはどの
程度の頻度ですか」と尋ね，「非常に頻繁に」
から「ほとんどない」まで4 段階で評価しても
らったものが図14である。

韓国では「非常に頻繁に」が14％，「かなり
頻繁に」が44％で，合わせて58％の人が批判
を見聞きしている結果となった。一方，日本で
は「非常に頻繁に」は4％，「かなり頻繁に」は
18％で，批判を見聞きしているのは22％だっ
た。これは世界で最も少ない割合だった。

党派性との影響を見てみると，韓国の場合，
「批判を見聞きした」と答えた人のうち，「革新
派（進歩派）」を自認する人は71％，「右派」は
63％，「中道 」は57％，「わからない」と答え
た人は29％にとどまった。日本でも，「左派」
41％，「右派」38％，「中道」25％，「わからない」
8％と，韓国より実数は低いものの，政治的な
指向を明確に答えた人のほうが，批判を見聞き
したと認識する割合が高い。

次に，過去1年間で，誰がジャーナリストや
報道機関を批判しているのを見聞きしたのかを
尋ねた。「政治家または政治活動家」（以下，「政
治家など」），「有名人，芸人，またはソーシャ
ルメディアの著名人 」（以下，「著名人など」），

「その他のジャーナリストまたは報道機関」（以
下，「その他のジャーナリストなど」），「同僚，
友人，家族」（以下，「家族など」），「面識のな
い一般人」（以下，「一般人」）の中から複数回
答で選んでもらった（図15）。

韓国では，「政治家など」が54％と最も高く，
世界平均の42％，日本の34％を大きく上回っ
た。次いで高かったのが「家族など」で38％ 
と，日本の16％の倍以上となった。次に高かっ
たのは，「その他のジャーナリストなど」の31％
で，これは日本の32％と同水準であり，また，

回答が多かった順位としても，日韓ともに上か
ら3番目で同じである。日本で最も回答が多
かったのは「著名人など」で39％だった。

さらに，どこで批判を見聞きしたのかを複数
回答で尋ねたところ，日本では「ソーシャルメ
ディア」が44％，「報道機関」が40％，「知り
合いと話している時」は18％だった。韓国では

「報道機関」が47％，「知り合いと話している
時」が43％，「ソーシャルメディア」が38％だっ

図14　ジャーナリスト・報道機関への批判
（世界平均，日本，韓国）
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図15　批判を誰が行っているか
（複数回答）（世界平均，日本，韓国）
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た（図16）。
日本では，「ソーシャルメディア」上で「著名

人」が発している批判を目にしたと考える人が
多いものと推察される。一方，政治家や家族な
どがメディア批判をする割合が高い韓国では，
政治報道に関して日ごろから活発に意見が交
わされている。そこに新聞などが帯びている
党派性も影響し，メディアに対する批判につな
がっている様子がうかがえる。

ここまで，メディアへの「信頼 」と，それに
影響する要素を見てきた。ここからは，両国の
市民がどのような媒体を通じてニュースを得て
いるのかを紹介し，メディア環境を概観してみ
たい。

まず，テレビや新聞，オンラインなど，さま
ざまな媒体を列挙したうえで，「先週，ニュー
ス源（News Source）として使用したものはど
れか」を複数回答で尋ねた結果が，図17・18
である。

日本では，テレビ離れや新聞離れが進む中，
ソーシャルメディアの利用が増えているが，オン

ラインの利用の伸びに勢いがなく，テレビや新
聞の落ち込みを吸収していない。むしろ，「い
ずれでもない」と答えた，ニュースに「つなが
らない人たち」（disconnected）が年々増えてお
り，17％というこの割合は，2023年では世界
で最も高い国となった。日本は「マイメディア」
を持たない人が多く，メディアに対して，どこ
か他人事のような雰囲気があると前述したが，
ここでも，メディアと距離を置く日本人の姿が
うかがえる20）。

一方，韓国ではテレビを利用する人は，2016
年の71％から2023年の65％へと減少はしてい
るものの，同じ時期に18ポイント減少した日本
に比べると，その減り方は緩やかである。ま
た，韓国で新聞・雑誌の印刷版は，2016年の
28％から，2023年には15％まで減少したが，
韓国の新聞は，2000年以降，積極的にオンラ
イン化を進めており，大半の記事は無料で読め
るようになっている。紙媒体の減少は，新聞
離れだけでなく，読者が記事をオンラインで読
むようになった影響もあると見られる。韓国で
は2020年にソーシャルメディアの利用者が急
増し，2023年のオンラインの利用者は79％と，
オンライン媒体の利用が進んでいる。

次に，オンラインでニュースを得る主なルート
を見てみる。「過去1週間に，最もよくニュース
に触れた」方法について，「ニュースウェブサイ
トまたはアプリを直接開いた」（以下，「ニュー
スサイトやアプリ」），「検索エンジンを使っ 
て，具体的なウェブサイト名のキーワードを入 
力した」（以下，「検索エンジン（サイト名）」）， 

「検索エンジンを使って，具体的なニュースの 
キーワードを入力した」（以下，「検索エンジン 

（ニュースのキーワード）」），「ニュースリンクを 
揃えているアグリゲーターまたはアプリを使っ

7. ニュース源

図16　どこで批判を見聞きするか
（複数回答）（日本，韓国）
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た」（以下，「アグリゲーターなど」），「ソーシャ
ルメディアでニュースを見つけた」（以下，「ソー 
シャルメディア」），「メールマガジンやメールア
ラートでニュースを得た」（以下，「メールマガジ
ンやメールアラート」），「携帯電話/タブレット
にニュースアラートを受信した」（以下，「携帯 

やタブレットにアラート」），から選
択してもらった（図19）。

日本 ではYahoo!，韓 国では
NAVERやDaumといったアグリ
ゲーターが大きなシェアを持ち，
LINEやKakao Talkといったメッ
センジャーアプリが広く利用され
ているなど，デジタルメディアの
状況については類似点が多い。

この結果を見ても，「アグリゲー
ターなど」は日本で35％，韓国で
26％と，日韓ともに最も利用が
多かった。日韓ともに次に多いの
は「検索エンジン（サイト名）」で，
日本で18％，韓国で23％だった。

以下，日本では「検索エンジン
（ニュースのキーワード）」「ニュー
スサイトやアプリ」（ともに12％），

「ソーシャルメディア」（10％）と同
水準で続く。韓国でも「ソーシャ
ルメディア」（18％），「検索エンジ
ン（ニュースのキーワード）」（17％）
となっており，数値こそ違うもの
の，利用が多い上位の項目は日韓
でおおむね共通している。

一方，「ニュースサイトやアプリ」
は韓国では6％と，日本の12％よ
り少ないが，これは前述のとおり，
韓国メディアが早期にデジタル展

開に転じ，検索サイトなどを経由してアクセス
する人が一定数いることの表れかもしれない。

世界では，生まれたときからスマートフォンが
身近にあった世代が成長するにつれ，「ソーシャ
ルメディア」の利用の勢いが増している。そこ 
で，日韓でのソーシャルメディアの利用の勢い

図17　ニュースをどこで得ているか（複数回答）（日本）
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図18　ニュースをどこで得ているか（複数回答）（韓国）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100
いずれでもない

ラジオ

ソーシャルメディア

テレビ

新聞・雑誌

オンライン全体（ソーシャルメディア含む）

2023 年2022 年2021 年2020 年2019 年2018 年2017 年2016 年

86

71

28

32

12

2

83

74

26

30

12

3

84

74

25

29

16
3

83

67

19

26

15
4

83

63

18

44

14
3

81

66

18

42

11

4

79

64

16

46

13

6

79

65

15

45

16

5

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

（％）

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023（年）

いずれでもないラジオ
ソーシャルメディアテレビ新聞・雑誌

オンライン全体（ソーシャルメディア含む）



44 APRIL 2024

日本では，「アグリゲーターなど」は，2018
年に36％，2023年に35％と30％台後半を中
心に上下しながら推移している。「ソーシャルメ
ディア」は，2018年の7％から2023年の10％

を見るために，日韓では圧倒的なシェアを持
つ「アグリゲーターなど」と，追いかける立場 
の「ソーシャルメディア」を経年で比較したのが
図20・21である。

へと，緩やかながら年 ，々利用者
が増えている様子がうかがえる。韓
国では，「アグリゲーターなど」は
2018年の30％が2023年には26％
となり，下降傾向がうかがえる一方，

「ソーシャルメディア」は2023年に
は18％と同期間で10ポイント伸び，
勢いを見せている。

さらに，同じ項目を18 ～ 24歳の
層で比べて見てみると，「ソーシャル
メディア」の勢いは顕著である（図
22・23）。

図22　ニュースの入手経路の推移
（「ソーシャルメディア」「アグリゲーターなど」）

（複数回答）（18～24歳）（日本）
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図23　ニュースの入手経路の推移
（「ソーシャルメディア」「アグリゲーターなど」）

（複数回答）（18～24歳）（韓国）
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図20　ニュースの入手経路の推移
（「ソーシャルメディア」「アグリゲーターなど」）

（複数回答）（日本）
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ロイター研究所の調査によると，世界では
2020年ごろに「ソーシャルメディア」が「ニュー
スサイトやアプリ」に取って代わる現象が起き
た 21）が，日本でも「アグリゲーターなど」の利
用が漸次，低下する中，2022年に「ソーシャル
メディア」が並び，2023年は「ソーシャルメディ
ア」30％，「アグリゲーターなど」22％となった。

回答で尋ねている。その結果のうち，それぞ
れの国で利用者が多かった代表的なブランド
を示したものが，図24・25である。

両国とも，YouTubeが高い人気を誇ってい
る。今回の結果を上位から順に見ると，日本は 
YouTube（26％），次いでTwitter 22）（16％），
LINE（13％），Facebook（4％），Instagram

韓国は，日本に先立つ形で2020
年に「ソーシャルメディア」と「ア
グリゲーターなど」が逆転する現
象が起き，2023年は「ソーシャ
ルメディア」40％，「アグリゲー
ターなど」16％と大きな差が開 
いている。

スマートフォンを使いソーシャ
ルメディアを利用する世代が増
えるにつれ，この傾向は不可逆 
的になると考える。その流れが，
世界の中でも，アグリゲーターの
存在がひときわ大きかった日韓の
メディア環境に今後，どのような
影響を与えるのか，注目していき
たい。

勢いを増すソーシャルメディア
だが，これをどのように活用して
ニュースを得ているのだろうか。

調査では，ソーシャルメディア
のブランド名を選択肢として示し，

「先週ニュースを検索，購読，閲
覧，共有，または議論するため
に使用したのは，どれか」と複数

8. ソーシャルメディアの
　 利用

図24　ニュースのためのソーシャルメディア利用（複数回答）（日本）
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図25　ニュースのためのソーシャルメディア利用（複数回答）（韓国）
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（4％），TikTok（3％）となっている。
韓国はYouTube（53％）で，次に多かった

Kakao/Kakao Talk（22％）を30ポイント以上
も上回っている。そのあとInstagram（12％），
Facebook（10％）と続き，日本では利用者の
多いTwitterは，後発組のTikTokと同じ4％
にとどまっている。

韓国でここまでYouTubeの利用が広がって
いる背景の1つとして，ケーブルテレビや放送
局の多くがチャンネルを開設していることや，
政治問題のトークショーなど，“YouTubeならで
は”のコンテンツが多いことが挙げられるだろ
う。韓国では政権交代が起きると，下野した
政治家や当局者たちが，YouTubeで発信をし
ながら捲

けん

土
ど

重
じゅう

来
らい

を図ることも珍しくない。レガ
シーメディアから独立系のジャーナリストに至る
まで，豊富な選択肢が視聴者をひきつけてい
るのだろう。

また韓国では，YouTubeでの双方向のやり
とりも盛んに行われている。下の画像は，ケー
ブルテレビの24時間ニュースチャンネル「連合
ニュースTV」のYouTubeチャンネルの様子で
ある。若い世代を中心に市民からの書き込み
も相次ぎ，さまざまな意見が発信されている。

そこで，両国のニュースへの参加の状況を
見てみる。表1は，ニュースをシェアしたり，

「いいね！」をしたり，コメントしたりすること

などを通じてネット空間の議論に「参加する
（participate）」人の割合を示したものである。
日韓ともにほとんどの項目で世界平均を下回っ
ているものの，日本に比べると韓国の人の参加
感は高い。

例えば，「ランクづけ，『いいね！』など」は，
韓国で17％，日本で6％，「SNSでコメントす
る」は韓国8％，日本 4％，「ウェブにコメントす
る」は韓国9％，日本3％，などと，韓国のほう
が何らかの行為を行いネット空間での議論に参
加する人の割合が高い。一方，「いずれでもな
い」は，日本は55％と世界で最も高く，韓国は
30％となっている。

また，世界では，ネットに積極的に参加す
る人は，高学歴で党派性のある男性が多い傾
向がうかがえた 23）が，この傾向は日韓でも同じ
だった。ウェブサイトやソーシャルメディアにコ
メントする，と答えた人の合計を「コメントする
人」として年層・性別ごとに見てみると，日本
では，35～44歳の男性が16％と最も多く（図
26），韓国では45～54歳の男性が26％で最
多となった（図27）。また，最終学歴を見ると，
日本は中学校卒業が4％，高校卒業が5％，短

（％）

世界平均 日本 韓国

SNSで共有 19 7 9

ランクづけ，「いいね！」など 18 6 17

SNSでコメントする 18 4 8

ウェブにコメントする 9 3 9

対面で話す 32 13 23

SNSのコメントを読む 31 12 15

ウェブでコメントを読む 25 22 25

いずれでもない 22 55 30

表1　ニュースと参加（複数回答）（世界平均，日本，韓国）

画像　韓国	YouTube	画面の接写
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大卒業以上が10％となっている。韓国では，
中学校卒業が11％，高校卒業が13％，短大
卒業以上が19％となっている。

さらに，「コメントする人」を政治的指向別で
見ると，日本は，左派10％，中道8％，右派8％
と有意な差はないが，韓国では，革新派（進
歩派）21％，中道14％，右派15％となっており，
党派性の影響が日本より色濃く出ている。

最後に，ソーシャルメディアの中で，誰の発
言に注目が集まっているのかを比較する。図

28・29は，Twitter，Facebook，YouTube，
Instagram，TikTokをニュースを得るために
利用すると答えた人に対し，どの情報源に注目
するかを尋ねた結果である。選択肢は，1. 「主
要な報道機関またはジャーナリスト」（以下，「主
要報道機関/ジャーナリスト」），2. 「小規模ま
たは大手以外のニュース源またはジャーナリス
ト」（以下，「小規模のニュース源/ジャーナリ
スト」），3. 「政治家または政治活動家」（以下，

「政治家/政治活動家」），4. 「有名人（ソーシャ
ルメディアの有名人やクリエイター，俳優，芸 
人，スポーツ選手など）」（以下，「有名人」）24）， 
5. 「一般の人 」々（以下，「一般人」）で，複数回
答で選んでもらった。

ここで，日本と韓国で違うのは，韓国で
の有名人の発信力の強さと，政治家の存在
感が強いことである。韓国ではすべてのソー
シャルメディアのブランドで「有名人 」が最も
注目を集めている。日本では，「有名人 」は，
Instagram（44％）やTikTok（59％）といった
後発組で注目度が高いが，それでも「一般人」
のInstagram（39％），TikTok（53%）と大き
な差はなく，有名人の注目度が圧倒的に高い
韓国とは様相を異にする。

また，日本では，「政治家/政治活動家」が
最も注目を集めたソーシャルメディアはなかっ
たが，韓国では，「政治家/政治活動家」と答
えた人が，Twitter（41％），Facebook（44％）
で「有名人」に次いで2番目に多く，利用者が
圧倒的に多いYouTubeでも「有名人」（45％），

「主要な報道機関/ジャーナリスト」（38％），「政
治家/政治活動家」（34％）と続く。

9. ソーシャルメディアで
　 注目される情報源

図26　ニュースと参加（「コメントする」）
（年層，性別）（日本）
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図27　ニュースと参加（「コメントする」）
（年層，性別）（韓国）
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アメリカ大統領選挙をはじめ，各国で大規
模な選挙が多数，行われる2024年は，世界
的に誤情報・偽情報の拡散への懸念が強まっ
ている。韓国は，そうした誤情報・偽情報に
対する取り組みがアジアの中で最も進んでいる
国の1つといえよう。

中央日報系のテレビ局「JTBC」は2014年か
ら政治家などの発言だけでなく，ソーシャルメ
ディアでのうわさや政策に使われた統計の信憑

性を検証する「ファクトチェック」報道を始めた。
ほかのテレビ局やプラットフォームも追随する
動きを見せ，2017年にはソウル大学に「SNU
ファクトチェックセンター」が設置された。立
教大学特任研究員の尹在彦は，こうしたファク
トチェックの動きは，韓国のジャーナリストが，
メディア不信を払拭するための試みの1つと評
している25）。

調査の結果を見ても，韓国のほうが日本より
も誤情報・偽情報に対する懸念を強く抱いて
いることがうかがえる。図30は，オンラインで

10. 誤情報・偽情報への懸念

図28　注目を集めるニュースの情報源（複数回答）（日本）
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図29　注目を集めるニュースの情報源（複数回答）（韓国）
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ニュースを得ることを念頭に「インターネットで
は，何が事実で，何がフェイクなのか不安で
ある」という記述に対し，どの程度，同意する
かを尋ねた結果である。今回の調査で見ると，
日本では，「強く同意する/同意する」（以下，「懸
念がある」）が52％なのに対し，韓国では66％
だった。経年で見ると，日本は2023年までの
5年で4ポイント，韓国でも同じ時期に5ポイン
ト増えている。

国では，「ニュース回避 」と同じように政治の
影響がうかがえた。「政治」，「新型コロナウイ
ルス感染症（COVID-19）」（以下，「新型コロ
ナ」），「移民問題」，「経済状況，生活費」（以
下，「経済」），「ウクライナでの戦争」，「気候変
動または環境問題」（以下，「気候変動」），な
ど8つの具体的なテーマを列挙し，虚偽または
誤解を招く情報を目にしたものを複数回答で選
んでもらった。その結果，韓国では「政治」が
40％に達し，次に多かった「新型コロナ」と「経
済」の21％の倍近くにのぼった。一方，日本
では「新型コロナ」が30％と最も多く，次に多
かったのは「ウクライナでの戦争」で21％だっ
た（図31）。

「懸念がある」とした人の特徴
としては，「ニュースへの関心」が
高い人が多く，「ニュースに非常
に/かなり関心がある」と答えた
人のうち，誤情報・偽情報に懸
念を示した人は，日本では60％，
韓国では72％にのぼった。また

「政治への関心」についても「非
常に/かなり関心がある」と答え
た人のうち，懸念を示した人は，
日本では63％，韓国では78％
だった（表2）。

実際に目にした誤情報・偽情
報について尋ねると，ここでも韓

図30　誤情報・偽情報への懸念を示した人
（日本，韓国）
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表2　誤情報・偽情報への懸念を示した人
（「ニュース/政治への関心」別）（日本，韓国）

図31　誤情報・偽情報の話題（複数回答）（日本，韓国）
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誤情報・偽情報だけでなく，本稿で紹介し
た項目を通して，韓国では日本に比べて，政治
に関する考え方が，ニュースについてのさまざ
まな考えや行動に包摂されていることがうかが
える。

その韓国で，ユン・ソンニョル（尹錫悦）大
統領が，大統領選挙で自らに不利に働く「フェ
イクニュース」を流されたとして「JTBC」の
本社を家宅捜索したり，公共放送「KBS」や

「MBC」などのファクトチェック体制の点検に入
ると表明したりしている26）。

ロイター研究 所のラスムス・ニールセン
（Rasmus Nielsen）所長は，イギリスの有力紙 
Financial Timesへの寄稿の中で，誤情報・
偽情報の対策として，とかくプラットフォーム
が注目されがちではあるが，「政治のトップが
発信する情報は，その他の情報源に比べては
るかに影響が大きい」として警鐘を鳴らしてお
り27），日本・韓国はもちろん，世界の動きが今
後も注目される。

本稿では，メディアへの信頼を軸に日本と韓
国のメディアの状況を紹介した。10年を超える
ロイター研究所の調査のうち，ごくごく一部の
結果を紹介しただけであり，メディア環境の中
でも極めて限られた側面にしか言及できていな
いものであるが，保守派と革新派が拮抗して
政権交代がたびたび起きる韓国の政治と，政
権交代が非常に少ない日本の政治との違いや，
それを伝えるニュースへの市民の接触や評価
の違いがうかがえた。

今後，生まれたときからスマートフォンがあっ
たデジタルネイティブが成人年齢を迎え，メ

ディアへの接触方法がますます多様化すると予
想される中で，他国との比較を通じて自国の特
性を知ることは有益なことだろうと考える。稿
を改めて，今回，言及できなかった項目を紹介
し，直面する社会的課題の多くが共通している
日韓のメディアの調査を続けていきたい。

（さいしょ れいこ/いけはた しゅうへい）
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